
※請求した介護給付費について、点検結果にチェックをしてください。

点検項目

満たす
満たさ
ない

１．身体拘束廃止未実施減算

（１）身体拘束等を行う場合の記録を行っていない場合及び必要な措置を講じていない場合に、入所
者全員について所定単位数から減算する。具体的には、記録を行っていない事実が生じた場合、速
やかに改善計画を市長に提出した後、事実が生じた月から３月後に改善計画に基づく改善状況を市
長に報告することとし、事実が生じた月の翌月から改善が認められる月での間について、入所者全員
について所定単位数から減算する。

□ □ □

（２）身体的拘束等の適正化を図るために講じなければならない措置。
□ □ □

①身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の入所者の心身の状況並びに緊急や
むを得ない理由を記録すること。 □ □ □

②身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を３月に１回以上開催するとともに、その
結果について、介護職員その他従業者に周知徹底を図ること。 □ □ □

③身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。
□ □ □

④介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定期的に実施すること。
□ □ □

２．短期利用特定施設入居者生活介護の算定

（１）特定施設の事業者が、指定居宅サービス、指定地域密着型サービス、指定居宅介護支援、指定
介護予防サービス、指定地域密着型介護予防サービス若しくは指定介護予防支援事業又は介護保
険施設（特別養護老人ホーム、介護老人保健施設、指定介護療養型医療施設）の運営について、３年
以上の経験を有すること。

□ □ □

（２）当該特定施設の入居定員の範囲で、空いている居室等（定員が１人であるものに限る。）を利用
するものであること。
ただし、短期利用特定施設入居者介護を受ける入居者の数は、当該特定施設の入居定員の１又は１
００分の１０以下であること。

□ □ □

（３）利用の開始に当たって、あらかじめ３０日以内の利用期間を定めること。
□ □ □

（４）家賃、敷金及び介護等その他の日常生活上必要な便宜の供与の対価として受領する費用を除
き、権利金その他の金品を受領しないこと。 □ □ □

１日につき所定単位数の１００分の１０を減算

点検結果

請求実績有
請求

実績無

特定施設入居者生活介護費

点検事項



※請求した介護給付費について、点検結果にチェックをしてください。

点検項目

満たす
満たさ
ない

点検結果

請求実績有
請求

実績無

特定施設入居者生活介護費

点検事項

（５）介護保険法等の規定に基づく勧告等を受けたことがある場合にあっては、当該勧告等を受けた日
から起算して５年以上の期間が経過していること。 □ □ □

３．入居継続支援加算(Ⅰ)

　次のいずれの基準にも適合していること。
□ □ □

（１）社会福祉士及び介護福祉士法施行規則第１条各号（※）に掲げる行為を必要とする者の占める
割合が入居者の１００分の１５以上であること。

※第１条各号
(1)口腔内の喀痰吸引
(2)鼻腔内の喀痰吸引
(3)気管カニューレ内部の喀痰吸引
(4)胃ろう又は腸ろうによる経管栄養
(5)経鼻経管栄養

□ □ □

（２）介護福祉士の数が、常勤換算方法で、入居者の数が６又はその端数を増すごとに１以上であるこ
と。

※ただし、次に掲げるいずれにも適合する場合は、介護福祉士の数が、常勤換算方法で、入居者の
数が７又はその端数を増すごとに１以上であること。

ａ 業務の効率化及び質の向上又は職員の負担の軽減に資する機器（以下「介護機器」
　という。）を複数種類使用していること。
ｂ 介護機器の使用に当たり、介護職員、看護職員、介護支援専門員その他の職種の者が
　共同して、アセスメント及び入居者の身体の状況等の評価を行い、職員の配置の状況等
　の見直しを行っていること。
ｃ 介護機器を活用する際の安全体制及びケアの質の確保並びに職員の負担軽減に関する
　次に掲げる事項を実施し、かつ、介護機器を安全かつ有効に活用するための委員会を
　設置し、介護職員、看護職員、介護支援専門員その他の職種の者と共同して、当該委員
　会において必要な検討等を行い、及び当該事項の実施を定期的に確認すること。
　　ⅰ 入居者の安全及びケアの質の確保
　　ⅱ 職員の負担の軽減及び勤務状況への配慮
　　ⅲ 介護機器の定期的な点検
　　ⅳ 介護機器を安全かつ有効に活用するための職員研修

□ □ □

１日につき３６単位を加算　　※（Ⅰ）（Ⅱ）は併算定不可



※請求した介護給付費について、点検結果にチェックをしてください。

点検項目

満たす
満たさ
ない

点検結果

請求実績有
請求

実績無

特定施設入居者生活介護費

点検事項

（３）サービス提供体制強化加算を算定していないこと。
□ □ □

（４）人員基準欠如に該当していないこと。
□ □ □

３-２．入居継続支援加算(Ⅱ）

　次のいずれの基準にも適合していること。
□ □ □

（１）社会福祉士及び介護福祉士法施行規則第一条各号に掲げる行為を必要とする者の占める割合
が入居者の１００分の５以上であること。

※第１条各号
(1)口腔内の喀痰吸引
(2)鼻腔内の喀痰吸引
(3)気管カニューレ内部の喀痰吸引
(4)胃ろう又は腸ろうによる経管栄養
(5)経鼻経管栄養

□ □ □

１日につき２２単位を加算　　※（Ⅰ）（Ⅱ）は併算定不可



※請求した介護給付費について、点検結果にチェックをしてください。

点検項目

満たす
満たさ
ない

点検結果

請求実績有
請求

実績無

特定施設入居者生活介護費

点検事項

（２）介護福祉士の数が、常勤換算方法で、入居者の数が６又はその端数を増すごとに１以上であるこ
と。

※ただし、次に掲げるいずれにも適合する場合は、介護福祉士の数が、常勤換算方法で、入居者の
数が７又はその端数を増すごとに１以上であること。

ａ 業務の効率化及び質の向上又は職員の負担の軽減に資する機器（以下「介護機器」
　という。）を複数種類使用していること。
ｂ 介護機器の使用に当たり、介護職員、看護職員、介護支援専門員その他の職種の者が
　共同して、アセスメント及び入居者の身体の状況等の評価を行い、職員の配置の状況等
　の見直しを行っていること。
ｃ 介護機器を活用する際の安全体制及びケアの質の確保並びに職員の負担軽減に関する
　次に掲げる事項を実施し、かつ、介護機器を安全かつ有効に活用するための委員会を
　設置し、介護職員、看護職員、介護支援専門員その他の職種の者と共同して、当該委員
　会において必要な検討等を行い、及び当該事項の実施を定期的に確認すること。
　　ⅰ 入居者の安全及びケアの質の確保
　　ⅱ 職員の負担の軽減及び勤務状況への配慮
　　ⅲ 介護機器の定期的な点検
　　ⅳ 介護機器を安全かつ有効に活用するための職員研修

□ □ □

（３）サービス提供体制強化加算を算定していないこと。
□ □ □

（４）人員基準欠如に該当していないこと。
□ □ □

４．生活機能向上連携加算

　外部との連携により、利用者の身体の状況等の評価を行い、かつ、個別機能訓練計画を作成した場
合に所定単位数に加算する。

４－２．生活機能向上連携加算（Ⅰ）

　次のいずれにも適合すること。
□ □ □

１月につき１００単位を加算（３月に1回を限度、個別機能訓練加算を算定している
場合は算定せず。）　※（Ⅰ）（Ⅱ）は併算定不可



※請求した介護給付費について、点検結果にチェックをしてください。

点検項目

満たす
満たさ
ない

点検結果

請求実績有
請求

実績無

特定施設入居者生活介護費

点検事項

（１）指定訪問リハビリテーション事業所、指定通所リハビリテーション事業所又はリハビリテーションを
実施している医療提供施設の理学療法士、作業療法士、言語聴覚士又は医師の助言に基づき、当該
施設の機能訓練指導員等が共同して利用者の身体状況等の評価及び個別機能訓練計画の作成を
行っていること。

□ □ □

（２）個別機能訓練計画に基づき、利用者の身体機能又は生活機能の向上を目的とする機能訓練の
項目を準備し、機能訓練指導員等が利用者の心身の状況に応じた機能訓練を適切に提供しているこ
と。

□ □ □

（３）（１）の評価に基づき、個別機能訓練計画の進捗状況等を３月ごとに１回以上評価し、利用者又は
その家族に対し、機能訓練の内容と個別機能訓練計画の進捗状況等を説明し、必要に応じて訓練内
容の見直し等を行っていること。 □ □ □

（４）利用者の急性増悪等により当該個別機能訓練計画を見直した場合を除き３月に１回を限度とし
て、加算する。 □ □ □

４－３．生活機能向上連携加算（Ⅱ）

 次のいずれにも適合すること。
□ □ □

（１）訪問リハビリテーション事業所、通所リハビリテーション事業所又はリハビリテーションを実施して
いる医療提供施設（病院・診療所・介護老人保健施設・介護療養型医療施設・介護医療院のこと。病
院にあっては、許可病床数２００床未満のもの又は当該病院を中心として半径４キロメートル以内に診
療所が存在しないものに限る。）の理学療法士・作業療法士・言語聴覚士又は医師が、当該施設を訪
問し、機能訓練指導員等と共同してアセスメント、身体の状況等の評価及び入居者ごとに個別機能訓
練計画を作成していること。
その際、理学療法士等は機能訓練指導員等に対し、日常生活上の留意点、介護の工夫等に関する
助言を行うこと。
※計画に記載すべき事項（利用者ごとにその目標、実施時間、実施方法等）
※個別機能訓練加算を算定している場合又は特定施設サービス計画の中に記載する場合は、別に
作成する必要はない。

□ □ □

(２)個別機能訓練計画に基づき、利用者の身体機能又は生活機能の向上を目的とする機能訓練の項
目を準備し、機能訓練指導員等が利用者の心身の状況に応じて計画的に機能訓練を適切に提供して
いること。
※機能訓練指導員等 ⇒ 機能訓練指導員・看護職員・介護職員・生活相談員・その他の職種の者

□ □ □

１月につき２００単位を加算（個別機能訓練加算を算定している場合は、１月につ
き１００単位を加算）　※（Ⅰ）（Ⅱ）は併算定不可



※請求した介護給付費について、点検結果にチェックをしてください。

点検項目

満たす
満たさ
ない

点検結果

請求実績有
請求

実績無

特定施設入居者生活介護費

点検事項

（３）３月ごとに１回以上理学療法士等が事業所を訪問し、機能訓練指導員等と共同で評価した上で、
利用者又はその家族に対して個別機能訓練計画の内容（評価を含む）や進捗状況等を説明し記録す
るとともに、必要に応じて訓練内容の見直しを行うこと。

□ □ □

（４）各月における評価内容や目標の達成度合いについて、機能訓練指導員等が、利用者又はその
家族及び理学療法士等に報告・相談し、理学療法士等から必要な助言を得た上で、目標の見直しや
訓練内容の変更など適切な対応を行うこと。

□ □ □

（５）機能訓練に関する記録(実施時間・訓練内容・担当者等）は、利用者ごとに保管され、常に当該事
業所の機能訓練指導員等により閲覧が可能であるようにすること。 □ □ □

５．個別機能訓練加算（Ⅰ）

（１）専ら機能訓練指導員の職務に従事する常勤の理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職
員、柔道整復師、あん摩マッサージ指圧師及び一定の実務経験を有するはり師またはきゅう師（以下
「理学療法士等」という。）を１名以上配置していること。

※一定の実務経験を有するはり師、きゅう師 ⇒ 理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、
柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧師の資格を有する機能訓練指導員を配置した事業所で６月以
上勤務し、機能訓練指導に従事した経験を有する者。

※利用者の数が１００を超える特定施設にあっては、専ら機能訓練指導員の職務に従事する常勤の
理学療法士等を１名以上配置し、かつ、理学療法士等である従業者を機能訓練指導員として常勤換
算方法で利用者の数を１００で除した数以上配置していること。

□ □ □

（２）機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同して、利用者ごと
に個別機能訓練計画を作成し、個別機能訓練計画に基づき、計画的に機能訓練を行っていること。 □ □ □

（３）当該加算に係る機能訓練は、専ら機能訓練指導員の職務に従事する機能訓練指導員、看護職
員、介護職員、生活相談員その他の職種の者を1名以上配置して行うこと。 □ □ □

（４）個別機能訓練を行う場合は、開始時及び３月ごとに１回以上利用者に対して個別機能訓練計画
の内容を説明し、記録すること。

※利用者に対する説明は、テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとすること。ただし、テレ
ビ電話装置等の活用について当該利用者の同意を得なければならないこと。

□ □ □

１日につき１２単位を加算



※請求した介護給付費について、点検結果にチェックをしてください。

点検項目

満たす
満たさ
ない

点検結果

請求実績有
請求

実績無

特定施設入居者生活介護費

点検事項

（５）個別機能訓練に関する記録（実施時間、訓練内容、担当者等）は、利用者ごとに保管され、常に
当該施設の個別機能訓練の従業者により、閲覧が可能であるようにすること。

□ □ □

５－２．個別機能訓練加算（Ⅱ）

（１）個別機能訓練加算（Ⅰ）を算定していること。 □ □ □

（２）個別機能訓練加算（Ⅰ）を算定している利用者について、個別機能訓練計画の内容等の情報を厚
生労働省に提出し、機能訓練の実施に当たって当該情報その他機能訓練の適切かつ有効な実施の
ために必要な情報を活用すること。

□ □ □

６．ADL維持等加算

評価対象期間の満了日の属する月の翌月から12月以内の期間に限り、当該基準に掲げる区分に従
い、１月につき所定単位数に加算する。 □ □ □

６－２．ADL維持等加算(Ⅰ)

以下の（１）～（３）要件を満たすこと
□ □ □

（１）評価対象者(当該施設等の評価対象利用期間が６月を超える者）の総数が１０人以上であること。
□ □ □

（２）評価対象者全員について、評価対象利用開始月と、当該月の翌月から起算して６月目（６月目に
サービスの利用がない場合はサービスの利用があった最終月）において、ＡＤＬを評価し、その評価に
基づく値（「ＡＤＬ値」）を測定し、測定した日が属する月ごとに厚生労働省に当該測定を提出しているこ
と。

※ＡＤＬの評価は、一定の研修を受けた者により、Barthel Indexを用いて行うこととする。

□ □ □

（３）評価対象者の評価対象利用開始月の翌月から起算して６月目の月に測定したＡＤＬ値から評価
対象利用開始月に測定したＡＤＬ値を控除して得た値を用いて一定の基準に基づき算出した値（「ＡＤ
Ｌ利得」）の平均値が１以上であること。

※初月のADL値や要介護認定の状況等に応じた値を加えて得た値（調整済ＡＤＬ利得）について、利
用者等から調整済ＡＤＬ利得の上位及び下位それぞれ１割の者を除いた者を評価対象利用者等とし、
評価対象利用者等の調整済ＡＤＬ利得を平均して得た値が１以上であること。

□ □ □

１月につき２０単位を加算

１月につき３０単位を加算　　※（Ⅰ）（Ⅱ）は併算定不可



※請求した介護給付費について、点検結果にチェックをしてください。

点検項目

満たす
満たさ
ない

点検結果

請求実績有
請求

実績無

特定施設入居者生活介護費

点検事項

６－３．ADL維持等加算(Ⅱ)

（1）ADL維持等加算(Ⅰ)の（１）、（２）に該当すること。
□ □ □

（２）評価対象者のＡＤＬ利得の平均値が２以上であること。
□ □ □

７．夜間看護体制加算

（１）次の厚生労働大臣が定める施設基準に適合していること。 □ □ □

① 常勤の看護師を１名以上配置し、看護に係る責任者を定めていること。
□ □ □

② 看護職員により、又は病院若しくは診療所若しくは訪問看護ステーションとの連携により、利用者に
対して２４時間連絡できる体制を確保し、かつ、必要に応じて健康上の管理等を行う体制を確保してい
ること。
具体的には以下のような体制を想定している。

(1) 夜間における連絡・対応体制（オンコール体制）に関する取り決め（指針やマニュアル
    等）の整備がなされていること。
(2) 看護職員不在時の介護職員による利用者の観察項目の標準化（どのようなことが観察さ
    れれば看護職員に連絡するか）がなされていること。
(3) 施設内研修等を通じて(1)、(2)の内容が周知されていること。
(4) 当該特定施設の看護職員とオンコール対応の看護職員が異なる場合には、電話やＦＡＸ
    等により利用者の状態に関する引継ぎを行うとともに、オンコール体制終了時にも同様
    の引継ぎを行うこと。

□ □ □ 夜間連絡・対応体制の指針、マニュアル等

③ 重度化した場合における対応の指針を定め、入居の際に利用者又はその家族等に対して、当該指
針の内容を説明し、同意を得ていること。 □ □ □ 重度化対応のための指針

８．若年性認知症入居者受入加算

（１）受け入れた若年性認知症利用者（初老期における認知症によって要介護者となった者）ごとに個
別の担当者を定めていること。 □ □ □

（２）担当者を中心に、当該利用者の特性やニーズに応じたサービス提供を行うこと。 □ □ □

９．医療機関連携加算

（１）看護職員が、前回情報提供日から次回情報提供日までの間で、利用者ごとに健康状況を随時記
録していること。 □ □ □

１月につき６０単位を加算　　※（Ⅰ）（Ⅱ）は併算定不可

１日につき１２０単位を加算

１日につき１０単位を加算

１月につき８０単位を加算



※請求した介護給付費について、点検結果にチェックをしてください。

点検項目

満たす
満たさ
ない

点検結果

請求実績有
請求

実績無

特定施設入居者生活介護費

点検事項

（２）利用者の同意を得ていること。
□ □ □

（３）協力医療機関又は主治医に対して、当該利用者の健康の状況について月１回以上情報を提供し
ていること。（※協力医療機関または主治医には歯科医師を含む） □ □ □

（４）（３）の情報を提供した日前３０日以内において、サービス費を算定した日が１４日未満である場合
は算定できないこと。 □ □ □

（５）あらかじめ、協力医療機関又は主治医との間で情報提供の期間、利用者の健康状況の著しい変
化の有無等提供する情報の内容について定めておくこと。（※必要に応じてこれら以外の情報を提供
することを妨げるものではない。） □ □ □

（６）情報提供は、面談、ＦＡＸを含む文書、電子メールにより行うことも可能であるが、情報を提供した
医師から、署名あるいはそれに代わる方法により受領の確認を得ていること。
面談による場合について、当該面談は、テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。な

お、テレビ電話装置等の活用に当たっては、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業
者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管
理に関するガイドライン」等を遵守すること。

□ □ □

１０．口腔衛生管理体制加算

（１）歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、介護職員に対する口腔ケアに係る技術
的助言及び指導を月１回以上行っていること。 □ □ □

（２）施設において、歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士の技術的助言及び指導に基
づき、利用者の口腔ケア・マネジメントに係る計画が作成されていること。 □ □ □

（３）口腔ケアに係る技術的助言及び指導とは、当該施設ににおける入居者の口腔内状態の評価方
法、適切な口腔ケアの手技、口腔ケアに必要な物品整理の留意点、口腔ケアに伴うリスク管理、その
他当該施設において日常的な口腔ケアの実施にあたり必要と思われる事項ののうち、いずれかに係
る技術的助言及び指導のことをいうものであって、個々の入居者の口腔ケア計画をいうものではない
こと。
「口腔ケアに係る技術的助言及び指導」は、テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとす
る。なお、テレビ電話装置等の活用に当たっては、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関
係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの
安全管理に関するガイドライン」等を遵守すること。

□ □ □

１月につき３０単位を加算



※請求した介護給付費について、点検結果にチェックをしてください。

点検項目

満たす
満たさ
ない

点検結果

請求実績有
請求

実績無

特定施設入居者生活介護費

点検事項

（４）口腔ケア・マネジメントに係る計画は、以下の事項を記載すること。

①当該施設において入居者の口腔ケアを推進するための課題
②当該施設における目標
③具体的方策
④留意事項
⑤当該施設と歯科医療機関との連携の状況
⑥歯科医師からの指示内容の要点（計画の作成にあたっての技術的助言・指導を歯科衛生士
  が行った場合に限る）
⑦その他必要と思われる事項

□ □ □

（５）技術的助言及び指導は、歯科訪問診療又は訪問歯科衛生指導の実施時間以外の時間帯に行わ
れていること。 □ □ □

（６）人員基準欠如に該当していないこと。 □ □ □

１１．口腔・栄養スクリーニング加算

（１）利用開始時及び利用中６月ごとに利用者の口腔の健康状態について確認を行い、当該利用者の
口腔の健康状態に関する情報（当該利用者の口腔の健康状態が低下しているおそれのある場合に
あっては、その改善に必要な情報を含む。）を当該利用者を担当する介護支援専門員に提供している
こと。

※口腔スクリーニング
　ａ 硬いものを避け、柔らかいものを中心に食べる者
　ｂ 入れ歯を使っている者
　ｃ むせやすい者

□ □ □

（２）利用開始時及び利用中６月ごとに利用者の栄養状態について確認を行い、当該利用者の栄養状
態に関する情報（当該利用者が低栄養状態の場合にあっては、低栄養状態の改善に必要な情報を含
む。）を当該利用者を担当する介護支援専門員に提供していること。

※栄養スクリーニング
　ａ ＢＭＩが１８．５未満である者
　ｂ１月から６月間で３％以上の体重の減少が認められる者又は「地域支援事業の実施
   について」（平成１８年６月９日老発第０６０９００１号厚生労働省老健局長通知）
   に規定する基本チェックリストのＮｏ１１の項目が「１」に該当する者
　ｃ 血清アルブミン値が３．５ｇ／ｄｌ以下である者
　ｄ 食事摂取量が不良（７５％以下）である者

□ □ □

１回につき２０単位を加算



※請求した介護給付費について、点検結果にチェックをしてください。

点検項目

満たす
満たさ
ない

点検結果

請求実績有
請求

実績無

特定施設入居者生活介護費

点検事項

（３）当該施設以外で、既に口腔・栄養スクリーニング加算を算定している場合は算定できないこと。 □ □ □

（４）人員基準欠如に該当していないこと。 □ □ □

１２．科学的介護推進体制加算

（１）利用者ごとの、ＡＤＬ値、栄養状態、口腔機能、認知症の状況その他の利用者の心身の状況等に
係る基本的な情報を、厚生労働省に提出していること。

※情報の提出については、ＬＩＦＥを用いて行うこととする。
□ □ □

（２）必要に応じてサービス計画を見直すなど、サービスの提供に当たって、上記（１）の情報その他
サービスを適切かつ有効に提供するために必要な情報を活用していること。

※ＬＩＦＥへの提出情報及びフィードバック情報等も活用し、多職種が共同して、事業所の特性やサービ
ス提供の在り方について検証を行い、検証結果に基づき、利用者のサービス計画を適切に見直し、事
業所全体として、サービスの質の更なる向上に努める。

□ □ □

１３．退院・退所時連携加算

（１）病院、診療所、介護老人保健施設又は介護医療院から当該施設に入居した場合であること。
□ □ □

（２）入居した日から３０日以内の期間について加算すること。
□ □ □

（３）３０日を超える病院、診療所への入院又は介護老人保健施設、介護医療院への入所後に当該施
設に再び入居した場合も算定できること。 □ □ □

（４）利用者の退院又は退所に当たって、当該医療提供施設の職員と面談等を行い、当該利用者に関
する必要な情報の提供を受けた上で、特定施設サービス計画を作成し、特定施設サービスの利用に
関する調整を行っていること。
　当該面談等は、テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。なお、テレビ電話装置等
の活用に当たっては、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報
の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドラ
イン」等を遵守すること。

□ □ □

（５）過去３月間の間に、当該施設に入居したことがない場合に限り算定できること。
□ □ □

１日につき３０単位を加算

１月につき４０単位を加算



※請求した介護給付費について、点検結果にチェックをしてください。

点検項目

満たす
満たさ
ない

点検結果

請求実績有
請求

実績無

特定施設入居者生活介護費

点検事項

１４．看取り介護加算（Ⅰ）

（１）次の厚生労働大臣が定める施設基準に適合していること。
□ □ □

「人生の最終段階における医療・ケアの決定プロセスに関するガイドライン」等の内容に沿った取組を
行うこと。 □ □ □

① 看取りに関する指針を定め、入居の際に、利用者又はその家族等に対して、当該指針の内容を説
明し、同意を得ていること。 □ □ □

② ①の指針に盛り込むべき項目は、次の事項が考えられること。

(1)施設の看取りに関する考え方
(2)終末期にたどる経過（時期、プロセス）とそれに応じた介護の考え方
(3)特定施設等において看取りに際して行いうる医療行為の選択肢
(4)医師や医療機関との連携体制（夜間及び緊急時の対応を含む）
(5)利用者等への情報提供及び意思確認の方法
(6)利用者等への情報提供に供する資料及び同意書の書式
(7)家族への心理的支援に関する考え方
(8)その他看取り介護を受ける利用者に対して特定施設の職員が取るべき具体的な対応の方法

□ □ □

③ 医師、生活相談員、看護職員、介護職員、介護支援専門員その他の職種の者による協議の上、当
該施設における看取りの実績等を踏まえ、適宜、看取りに関する指針の見直しを行うこと。 □ □ □

④ 看取りに関する職員研修を行っていること。
□ □ □

（２）次の厚生労働大臣が定める基準に適合する利用者であること。

① 医師が一般的に認められている医学的知見に基づき回復の見込みがないと診断した者であるこ
と。

□ □ □

② 医師、生活相談員、看護職員、介護支援専門員その他の職種の者が共同で作成した利用者の介
護に係る計画について、医師等のうちその内容に応じた適当な者から説明を受け、当該計画について
同意している者であること。

□ □ □

③ 看取りに関する指針に基づき、利用者の状態又は家族の求め等に応じ随時、医師等の相互の連
携の下、介護記録等入所者に関する記録を活用し行われる介護についての説明を受け、同意した上
で介護を受けている者であること。

□ □ □



※請求した介護給付費について、点検結果にチェックをしてください。

点検項目

満たす
満たさ
ない

点検結果

請求実績有
請求

実績無

特定施設入居者生活介護費

点検事項

（３）看取り介護の実施に当たっては、多職種連携により、利用者等に対し、十分な説明を行い、理解
を得るよう努めること。具体的には、終末期にたどる経過、特定施設等において看取りに際して行いう
る医療行為の選択肢、医師や医療機関との連携体制などについて、利用者等の理解が得られるよう
継続的な説明に努めること。

□ □ □

（４）（３）の説明の際には、利用者等の理解を助けるため、利用者に関する記録を活用した説明資料
を作成し、その写しを提供すること。 □ □ □

（５）看取り介護の実施に当たっては、次に掲げる事項を介護記録に記録するとともに、多職種連携を
図るため、医師、看護職員、介護職員、介護支援専門員等による適切な情報共有に努めること。 □ □ □

① 終末期の身体症状の変化及びこれに対する介護等についての記録
□ □ □

② 療養や死別に関する入所者及び家族の精神的な状態の変化及びこれに対するケアについての記
録

□ □ □

③ 看取り介護の各プロセスにおいて把握した入所者等の意向と、それに基づくアセスメント及び対応
についての記録 □ □ □

（６）入所者等に対する随時の説明に係る同意を口頭で得た場合は、介護記録にその説明日時、内容
等を記載するとともに、同意を得た旨を記載しておくこと。 □ □ □

（７）入所者が十分に判断をできる状態になく、かつ、家族の来訪が見込まれないような場合も、医師、
生活相談員、看護職員、介護職員等が利用者の状態等に応じて随時、入所者に対する看取り介護に
ついて相談し、共同して看取り介護を行っていると認められること。

□ □ □

（８）（７）の場合には、適切な看取り介護が行われていることが担保されるよう、介護記録に職員間の
相談日時、内容等を記載するとともに、入所者の状態や、家族と連絡を取ったにもかかわらず施設へ
の来所がなかった旨を記載しておくこと。

□ □ □

（９）退所等した月と死亡した月が異なる場合でも算定可能であることから、退所等の翌月に亡くなった
場合の前月分の看取り介護加算に係る一部負担の請求を行う場合があることを説明し、文書にて同
意を得ておくこと。

□ □ □

（１０）死亡日以前３１日以上４５日以下については、１日につき７２単位を加算。
□ □ □

（１１）死亡日以前４日以上３０日以下については、１日につき１４４単位を加算。
□ □ □



※請求した介護給付費について、点検結果にチェックをしてください。

点検項目

満たす
満たさ
ない

点検結果

請求実績有
請求

実績無

特定施設入居者生活介護費

点検事項

（１２）死亡日の前日及び前々日については、１日につき６８０単位を加算。
□ □ □

（１３）死亡日については、１日につき１２８０単位を死亡月に加算。
□ □ □

（１４）退居した日の翌日から死亡日までの間は算定しないこと。
□ □ □

（１５）夜間看護体制加算を算定していない場合は算定できないこと。
□ □ □

１４－２．看取り介護加算（Ⅱ）

（１）次の厚生労働大臣が定める施設基準に適合していること。
□ □ □

「人生の最終段階における医療・ケアの決定プロセスに関するガイドライン」等の内容に沿った取組を
行うこと。 □ □ □

① 看取りに関する指針を定め、入居の際に、利用者又はその家族等に対して、当該指針の内容を説
明し、同意を得ていること。 □ □ □

② ①の指針に盛り込むべき項目は、次の事項が考えられること。

(1)施設の看取りに関する考え方
(2)終末期にたどる経過（時期、プロセス）とそれに応じた介護の考え方
(3)特定施設等において看取りに際して行いうる医療行為の選択肢
(4)医師や医療機関との連携体制（夜間及び緊急時の対応を含む）
(5)利用者等への情報提供及び意思確認の方法
(6)利用者等への情報提供に供する資料及び同意書の書式
(7)家族への心理的支援に関する考え方
(8)その他看取り介護を受ける利用者に対して特定施設の職員が取るべき具体的な対応の方法

□ □ □

③ 医師、生活相談員、看護職員、介護職員、介護支援専門員その他の職種の者による協議の上、当
該施設における看取りの実績等を踏まえ、適宜、看取りに関する指針の見直しを行うこと。

□ □ □

④ 看取りに関する職員研修を行っていること。
□ □ □

⑤当該加算を算定する期間において、夜勤又は宿直を行う看護職員の数が１以上であること。
□ □ □



※請求した介護給付費について、点検結果にチェックをしてください。

点検項目

満たす
満たさ
ない

点検結果

請求実績有
請求

実績無

特定施設入居者生活介護費

点検事項

（２）次の厚生労働大臣が定める基準に適合する利用者であること。
□ □ □

① 医師が一般的に認められている医学的知見に基づき回復の見込みがないと診断した者であるこ
と。 □ □ □

② 医師、生活相談員、看護職員、介護支援専門員その他の職種の者が共同で作成した利用者の介
護に係る計画について、医師等のうちその内容に応じた適当な者から説明を受け、当該計画について
同意している者であること。

□ □ □

③ 看取りに関する指針に基づき、利用者の状態又は家族の求め等に応じ随時、医師等の相互の連
携の下、介護記録等入所者に関する記録を活用し行われる介護についての説明を受け、同意した上
で介護を受けている者であること。

□ □ □

（３）看取り介護の実施に当たっては、多職種連携により、利用者等に対し、十分な説明を行い、理解
を得るよう努めること。具体的には、終末期にたどる経過、特定施設等において看取りに際して行いう
る医療行為の選択肢、医師や医療機関との連携体制などについて、利用者等の理解が得られるよう
継続的な説明に努めること。

□ □ □

（４）（３）の説明の際には、利用者等の理解を助けるため、利用者に関する記録を活用した説明資料
を作成し、その写しを提供すること。 □ □ □

（５）看取り介護の実施に当たっては、次に掲げる事項を介護記録に記録するとともに、多職種連携を
図るため、医師、看護職員、介護職員、介護支援専門員等による適切な情報共有に努めること。 □ □ □

① 終末期の身体症状の変化及びこれに対する介護等についての記録
□ □ □

② 療養や死別に関する入所者及び家族の精神的な状態の変化及びこれに対するケアについての記
録 □ □ □

③ 看取り介護の各プロセスにおいて把握した入所者等の意向と、それに基づくアセスメント及び対応
についての記録 □ □ □

（６）入所者等に対する随時の説明に係る同意を口頭で得た場合は、介護記録にその説明日時、内容
等を記載するとともに、同意を得た旨を記載しておくこと。 □ □ □



※請求した介護給付費について、点検結果にチェックをしてください。

点検項目

満たす
満たさ
ない

点検結果

請求実績有
請求

実績無

特定施設入居者生活介護費

点検事項

（７）入所者が十分に判断をできる状態になく、かつ、家族の来訪が見込まれないような場合も、医師、
看護職員、介護職員等が利用者の状態等に応じて随時、入所者に対する看取り介護について相談
し、共同して看取り介護を行っていると認められること。

□ □ □

（８）（７）の場合には、適切な看取り介護が行われていることが担保されるよう、介護記録に職員間の
相談日時、内容等を記載するとともに、入所者の状態や、家族と連絡を取ったにもかかわらず施設へ
の来所がなかった旨を記載しておくこと。

□ □ □

（９）退所等した月と死亡した月が異なる場合でも算定可能であることから、退所等の翌月に亡くなった
場合の前月分の看取り介護加算に係る一部負担の請求を行う場合があることを説明し、文書にて同
意を得ておくこと。

□ □ □

（１０）死亡日以前３１日以上４５日以下については、１日につき５７２単位を加算。
□ □ □

（１１）死亡日以前４日以上３０日以下については、１日につき６４４単位を加算。
□ □ □

（１２）死亡日の前日及び前々日については、１日につき１１８０単位を加算。
□ □ □

（１３）死亡日については、１日につき１７８０単位を死亡月に加算。
□ □ □

（１４）退居した日の翌日から死亡日までの間は算定しないこと。
□ □ □

（１５）看取り介護加算（Ⅰ）又は夜間看護体制加算を算定していない場合は算定できないこと。
□ □ □

１５．認知症専門ケア加算（Ⅰ）

（１）施設における利用者の総数のうち、日常生活に支障を来すおそれのある症状又は行動が認めら
れることから介護を必要とする認知症の者（日常生活自立度Ⅲ、Ⅳ又はＭに該当する入居者）の占め
る割合が２分の１以上であること。

□ □ □

（２）認知症介護に係る専門的な研修（※）を修了している者を、対象者の数が２０人未満である場合
は１以上、対象者が２０人以上の場合は、１に対象者の数が１９を超えて１０又は端数を増すごとに１を
加えた数以上配置し、チームとして専門的な認知症ケアを実施していること。

※認知症介護に係る専門的な研修 ⇒ 認知症介護実践リーダー研修及び認知症看護に係る適切な
研修

□ □ □

１日につき３単位を加算



※請求した介護給付費について、点検結果にチェックをしてください。

点検項目

満たす
満たさ
ない

点検結果

請求実績有
請求

実績無

特定施設入居者生活介護費

点検事項

（３）施設の従業者に対して、認知症ケアに関する留意事項の伝達又は技術的指導に係る会議を定期
的に開催していること。
　　テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。この際、個人情報保護委員会・厚生労
働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省
「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守すること。

□ □ □

１５－２．認知症専門ケア加算（Ⅱ）

（１）施設における利用者の総数のうち、日常生活に支障を来すおそれのある症状又は行動が認めら
れることから介護を必要とする認知症の者（日常生活自立度Ⅲ、Ⅳ又はＭに該当する入居者）の占め
る割合が２分の１以上であること。

□ □ □

（２）認知症介護に係る専門的な研修（※）を修了している者を、対象者の数が２０人未満である場合
は１以上、対象者が２０人以上の場合は、１に対象者の数が１９を超えて１０又は端数を増すごとに１を
加えた数以上配置し、チームとして専門的な認知症ケアを実施していること。

※認知症介護に係る専門的な研修 ⇒ 認知症介護実践リーダー研修及び認知症看護に係る適切な
研修

□ □ □

（３）施設の従業者に対して、認知症ケアに関する留意事項の伝達又は技術的指導に係る会議を定期
的に開催していること。
　テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。この際、個人情報保護委員会・厚生労働
省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医
療情報システムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守すること。

□ □ □

（４）認知症介護の指導に係る専門的な研修（※）を修了者を１名以上配置し、施設全体の認知症ケア
の指導等を実施していること。

※認知症介護の指導に係る専門的な研修 ⇒ 認知症介護指導者研修及び認知症看護に係る適切な
研修

□ □ □

（５）事業所の介護職員、看護職員ごとの認知症ケアに関する研修計画を作成し、当該計画に従い、
研修を実施又は実施を予定していること。 □ □ □

１日につき４単位を加算



※請求した介護給付費について、点検結果にチェックをしてください。

点検項目

満たす
満たさ
ない

点検結果

請求実績有
請求

実績無

特定施設入居者生活介護費

点検事項

１６．サービス提供体制強化加算（Ⅰ）

（１）次のいずれかに適合すること。
　　①施設の介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が１００分の７０以上で
　　　あること。
　　②施設の介護職員の総数のうち、勤続１０年以上の介護福祉士の占める割合が１００分
　　　の２５以上であること。

※ただし、特定施設入居者生活介護と介護予防特定施設入居者生活介護の事業が同一施設におい
て一体的に運営されている場合、介護職員の総数の算定は、それぞれサービスを提供する介護職員
の合計数によるものであること。

□ □ □

（２）提供する指定特定施設入居者生活介護の質の向上に資する取組を実施していること。

※提供する指定特定施設入居者生活介護の質の向上に資する取組については、サービスの質の向
上や利用者の尊厳の保持を目的として、事業所として継続的に行う取組を指すもの。

□ □ □

（３）人員基準欠如に該当していないこと。 □ □ □

１６－２．サービス提供体制強化加算（Ⅱ）

（１）施設の介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が１００分の６０以上であること。

※ただし、特定施設入居者生活介護と介護予防特定施設入居者生活介護の事業が同一施設におい
て一体的に運営されている場合、介護職員の総数の算定は、それぞれサービスを提供する介護職員
の合計数によるものであること。

□ □ □

（２）人員基準欠如に該当していないこと。 □ □ □

１日につき１８単位を加算　　※（Ⅰ）（Ⅱ）（Ⅲ）は併算定不可

１日につき２２単位を加算　　※（Ⅰ）（Ⅱ）（Ⅲ）は併算定不可



※請求した介護給付費について、点検結果にチェックをしてください。

点検項目

満たす
満たさ
ない

点検結果

請求実績有
請求

実績無

特定施設入居者生活介護費

点検事項

１６－３．サービス提供体制強化加算（Ⅲ）

（１）次のいずれかに適合すること。
　　①施設の介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が１００分の５０以上で
　　　あること。
　　②施設の看護・介護職員の総数のうち、常勤職員の占める割合が１００分の７５以上
　　　であること。
　　③指定特定施設入居者生活介護を入居者に直接提供する職員の総数のうち、勤続年数
　　　７年以上の者の占める割合が１００分の３０以上であること。

※ただし、介護職員、看護・介護職員又は職員の総数の算定にあっては、加算（Ⅰ）の（１）のただし書
を準用する。

□ □ □

（２）人員基準欠如に該当していないこと。
□ □ □

１７．介護職員処遇改善加算（Ⅰ）～（Ⅲ）共通

（１）賃金改善に関する計画の策定、計画に基づく措置がされていること。
□ □ □ 介護職員処遇改善計画書

（２）改善計画書の作成、周知、届出がされていること。
□ □ □ 介護職員処遇改善計画書

（３）賃金の改善を実施していること。
　　（介護従業者１人当たり月額：　　　　　　　円） □ □ □ 賃金改善確認書

（４）処遇改善に関する実績の報告がされていること。
□ □ □ 実績報告書

（５）前１２月間に法令違反し、罰金以上の刑を受けた事例はないこと。
□ □ □

（６）労働保険料を適正に納付していること。
□ □ □

１７－２．介護職員処遇改善加算（Ⅰ）

（１）次の①～⑦の全てに適合していること。
□ □ □

① 任用の際の職位、職責又は職務内容等に応じた任用等の要件を定めていること。
□ □ □ 辞令、雇用通知等

② 職位、職責又は職務内容等に応じた賃金体系（一時金等の臨時的に支払われるものを除く。）につ
いて定めていること。 □ □ □

１日につき６単位を加算　　※（Ⅰ）（Ⅱ）（Ⅲ）は併算定不可

１人１月あたりの介護報酬総単位数×１０００分の８２を加算



※請求した介護給付費について、点検結果にチェックをしてください。

点検項目

満たす
満たさ
ない

点検結果

請求実績有
請求

実績無

特定施設入居者生活介護費

点検事項

③ ①及び②の内容について就業規則等の明確な根拠規定を書面で整備し、全ての介護職員に周知
していること。 □ □ □ 就業規則等の明確な根拠規定

④ 介護職員の職務内容を踏まえ、介護職員と意見を交換しながら、資質向上の目標及び次の具体
的な計画を策定し、当該計画に係る研修の実施又は研修の機会を確保していること。

(1)計画に沿って、研修機会の提供又は技術指導等を実施するとともに、介護職員の能力評価を行う
こと。
(2)資格取得のための支援（研修受講のための勤務シフトの調整、休暇の付与、受講料等の費用の援
助等）を実施すること。

□ □ □ 研修計画書等

⑤ ④の内容について、全ての介護職員に周知していること。
□ □ □

⑥ 介護職員について、経験若しくは資格等に応じて昇給する次の仕組みを設けていること。

(1)経験に応じて昇給する仕組み（勤続年数や経験年数に応じて昇給する仕組み）
(2)資格等に応じて昇給する仕組み（資格取得に応じて昇給する仕組み）
(3)一定の基準に基づき定期に昇給を判定する仕組み（実技経験や人事評価などの結果に基づき昇
給する仕組み）

□ □ □ 評価基準や昇給条件が明文化されたもの

⑦ 職場環境等要件を満たすこと。
□ □ □

（２）処遇改善の内容（賃金改善を除く）及び処遇改善に要した費用を全ての職員に周知していること。
□ □ □

１７－３．介護職員処遇改善加算（Ⅱ）

（１）次の①～⑥の全てに適合していること。
□ □ □

① 任用の際の職位、職責又は職務内容等に応じた任用等の要件を定めていること。
□ □ □ 辞令、雇用通知等

② 職位、職責又は職務内容等に応じた賃金体系（一時金等の臨時的に支払われるものを除く。）につ
いて定めていること。 □ □ □

③ ①及び②の内容について就業規則等の明確な根拠規定を書面で整備し、全ての介護職員に周知
していること。 □ □ □ 就業規則等の明確な根拠規定

１人１月あたりの介護報酬総単位数×１０００分の６０を加算



※請求した介護給付費について、点検結果にチェックをしてください。

点検項目

満たす
満たさ
ない

点検結果

請求実績有
請求

実績無

特定施設入居者生活介護費

点検事項

④ 介護職員の職務内容を踏まえ、介護職員と意見を交換しながら、資質向上の目標及び次の具体
的な計画を策定し、当該計画に係る研修の実施又は研修の機会を確保していること。

(1)計画に沿って、研修機会の提供又は技術指導等を実施するとともに、介護職員の能力評価を行う
こと。
(2)資格取得のための支援（研修受講のための勤務シフトの調整、休暇の付与、受講料等の費用の援
助等）を実施すること。

□ □ □ 研修計画書等

⑤ ④の内容について、全ての介護職員に周知していること。
□ □ □

⑥ 職場環境等要件を満たすこと。
□ □ □

（２）処遇改善の内容（賃金改善を除く）及び処遇改善に要した費用を全ての職員に周知していること。
□ □ □

１７－４．介護職員処遇改善加算（Ⅲ）

（１）次の①～③又は④～⑤に適合し、かつ、⑥に適合していること。
□ □ □

① 任用の際の職位、職責又は職務内容等に応じた任用等の要件を定めていること。
□ □ □ 辞令、雇用通知等

② 職位、職責又は職務内容等に応じた賃金体系（一時金等の臨時的に支払われるものを除く。）につ
いて定めていること。 □ □ □

③ ①及び②の内容について就業規則等の明確な根拠規定を書面で整備し、全ての介護職員に周知
していること。 □ □ □ 就業規則等の明確な根拠規定

④ 介護職員の職務内容を踏まえ、介護職員と意見を交換しながら、資質向上の目標及び次の具体
的な計画を策定し、当該計画に係る研修の実施又は研修の機会を確保していること。

(1)計画に沿って、研修機会の提供又は技術指導等を実施するとともに、介護職員の能力評価を行う
こと。
(2)資格取得のための支援（研修受講のための勤務シフトの調整、休暇の付与、受講料等の費用の援
助等）を実施すること。

□ □ □ 研修計画書等

⑤ ④の内容について、全ての介護職員に周知していること。
□ □ □

⑥ 職場環境等要件を満たすこと。
□ □ □

１人１月あたりの介護報酬総単位数×１０００分の３３を加算



※請求した介護給付費について、点検結果にチェックをしてください。

点検項目

満たす
満たさ
ない

点検結果

請求実績有
請求

実績無

特定施設入居者生活介護費

点検事項

（２）処遇改善の内容（賃金改善を除く）及び処遇改善に要した費用を全ての職員に周知していること。
□ □ □

１８．介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ）・（Ⅱ）共通

（１）次のａ～ｄに掲げるいずれにも適合し、かつ、賃金改善に要する費用の見込額が当該加算の算定
見込額を上回る賃金改善に関する計画を策定し、当該計画に基づき適切な措置を講じていること。 □ □ □

介護職員等特定処遇改善計画書

ａ　経験・技能のある介護職員のうち１人は、賃金改善に要する費用の見込額が月額８万円以上又は
賃金改善後の賃金の見込額が年額４４０万円以上であること。（ただし、当該加算の算定見込額が少
額であることその他の理由により、当該賃金改善が困難である場合はこの限りでない。）
※経験・技能のある介護職員…介護福祉士であって、経験及び技能を有する介護職員と認められる
者

□ □ □

ｂ　経験・技能のある介護職員の賃金改善に関する費用の見込額の平均が、介護職員（経験・技能の
ある介護職員を除く。）の賃金改善に要する費用の見込額の平均を上回っていること。 □ □ □

ｃ　介護職員（経験・技能のある介護職員を除く。）の賃金改善に要する費用の見込額の平均が、介護
職員以外の職員の賃金改善に要する費用の見込額の平均の２倍以上であること。（ただし、介護職員
以外の職員の平均賃金額が介護職員（経験・技能のある介護職員を除く。）の平均賃金額を上回らな
い場合はその限りではない。）

□ □ □

ｄ　介護職員以外の職員の賃金改善後の賃金の見込額が年額４４０万円を上回らないこと。 □ □ □

（２）改善計画書の作成、周知、届出があること。 □ □ □ 介護職員等特定処遇改善計画書

（３）賃金改善の実施がされていること。 □ □ □

（４）処遇改善に関する実績の報告をしていること。 □ □ □ 実績報告書

（５）介護職員処遇改善加算の（Ⅰ）から（Ⅲ）までのいずれかを算定していること。 □ □ □

（６） 処遇改善の内容（賃金改善を除く）及び処遇改善に要した費用を全ての職員に周知しているこ
と。 □ □ □

（７）（６）の処遇改善の内容等について、インターネットの利用その他の適切な方法により公表してい
ること。 □ □ □

１８－２．介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ）

　入居継続支援加算（Ⅰ）若しくは（Ⅱ）又はサービス提供体制強化加算（Ⅰ）若しくは（Ⅱ）のいずれか
を届け出ていること。 □ □ □

１人１月あたりの介護報酬総単位数×１０００分の１８を加算



※請求した介護給付費について、点検結果にチェックをしてください。

点検項目

満たす
満たさ
ない

点検結果

請求実績有
請求

実績無

特定施設入居者生活介護費

点検事項

１８－３．介護職員等特定処遇改善加算（Ⅱ）

　介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ）・（Ⅱ）共通事項全てに適合していること。 □ □ □

１９．介護職員等ベースアップ等支援加算

（１）賃金改善に関する介護職員等ベースアップ等支援計画書を作成し、計画に基づく措置、周知、届
出があること。 □ □ □

ベースアップ等支援加算処遇改善計画書

（２）賃金改善に要する費用の見込額が当該加算の算定見込額を上回り、その見込額の三分の二以
上を基本給または決まって毎月支払われる手当に充てること。 □ □ □

（３）介護職員処遇改善加算（Ⅰ）～（Ⅲ）のいずれかを算定していること。
□ □ □

１人１月あたりの介護報酬総単位数×１０００分の１２を加算



※請求した介護給付費について、点検結果にチェックをしてください。

点検項目

満たす
満たさ
ない

１．身体拘束廃止未実施減算

（１）身体拘束等を行う場合の記録を行っていない場合及び必要な措置を講じていない場合に、入所
者全員について所定単位数から減算する。具体的には、記録を行っていない事実が生じた場合、速
やかに改善計画を市長に提出した後、事実が生じた月から３月後に改善計画に基づく改善状況を市
長に報告することとし、事実が生じた月の翌月から改善が認められる月での間について、入所者全員
について所定単位数から減算する。

□ □ □

（２）身体的拘束等の適正化を図るために講じなければならない措置。 □ □ □

①身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の入所者の心身の状況並びに緊急や
むを得ない理由を記録すること。 □ □ □

②身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を３月に１回以上開催するとともに、その
結果について、介護職員その他従業者に周知徹底を図ること。 □ □ □

③身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 □ □ □

④介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定期的に実施すること。
□ □ □

２．生活機能向上連携加算

　外部との連携により、利用者の身体の状況等の評価を行い、かつ、個別機能訓練計画を作成した場
合に所定単位数に加算する。 □ □ □

２－２．生活機能向上連携加算（Ⅰ）

（１）指定介護予防訪問リハビリテーション事業所、指定介護予防通所リハビリテーション事業所又は
リハビリテーションを実施している医療提供施設の理学療法士、作業療法士、言語聴覚士又は医師の
助言に基づき、当該施設の機能訓練指導員等が共同して利用者の身体状況等の評価及び個別機能
訓練計画の作成を行っていること。

□ □ □

（２）個別機能訓練計画に基づき、利用者の身体機能又は生活機能の向上を目的とする機能訓練の
項目を準備し、機能訓練指導員等が利用者の心身の状況に応じた機能訓練を適切に提供しているこ
と。

□ □ □

介護予防特定施設入居者生活介護費

１日につき所定単位数の１００分の１０を減算

１月につき１００単位を加算（３月に1回を限度、個別機能訓練加算を算定している
場合は算定せず。）　　※（Ⅰ）（Ⅱ）は併算定不可

点検事項
請求実績有

請求
実績無

点検結果



※請求した介護給付費について、点検結果にチェックをしてください。

介護予防特定施設入居者生活介護費

（３）（１）の評価に基づき、個別機能訓練計画の進捗状況等を３月ごとに１回以上評価し、利用者又は
その家族に対し、機能訓練の内容と個別機能訓練計画の進捗状況等を説明し、必要に応じて訓練内
容の見直し等を行っていること。

□ □ □

（４）利用者の急性増悪等により当該個別機能訓練計画を見直した場合を除き３月に１回を限度とし
て、加算する。 □ □ □

２－３．生活機能向上連携加算（Ⅱ）

　次のいずれにも適合すること。
□ □ □

（１）介護予防訪問リハビリテーション事業所、介護予防通所リハビリテーション事業所又はリハビリ
テーションを実施している医療提供施設（病院・診療所・介護老人保健施設・介護療養型医療施設・介
護医療院のこと。病院にあっては、許可病床数２００床未満のもの又は当該病院を中心として半径４キ
ロメートル以内に診療所が存在しないものに限る。）の理学療法士・作業療法士・言語聴覚士又は医
師が、当該施設を訪問し、機能訓練指導員等と共同してアセスメント、身体の状況等の評価及び入居
者ごとに個別機能訓練計画を作成していること。
その際、理学療法士等は機能訓練指導員等に対し、日常生活上の留意点、介護の工夫等に関する
助言を行うこと。
※計画に記載すべき事項（利用者ごとにその目標、実施時間、実施方法等）
※個別機能訓練加算を算定している場合又は介護予防特定施設サービス計画の中に記載する場合
は、別に作成する必要はない。

□ □ □

(２)個別機能訓練計画に基づき、利用者の身体機能又は生活機能の向上を目的とする機能訓練の項
目を準備し、機能訓練指導員等が利用者の心身の状況に応じて計画的に機能訓練を適切に提供して
いること。
※機能訓練指導員等 ⇒ 機能訓練指導員・看護職員・介護職員・生活相談員・その他の職種の者

□ □ □

（３）３月ごとに１回以上理学療法士等が事業所を訪問し、機能訓練指導員等と共同で評価した上で、
利用者又はその家族に対して個別機能訓練計画の内容（評価を含む）や進捗状況等を説明し記録す
るとともに、必要に応じて訓練内容の見直しを行うこと。

□ □ □

（４）各月における評価内容や目標の達成度合いについて、機能訓練指導員等が、利用者又はその
家族及び理学療法士等に報告・相談し、理学療法士等から必要な助言を得た上で、目標の見直しや
訓練内容の変更など適切な対応を行うこと。 □ □ □

（５）機能訓練に関する記録(実施時間・訓練内容・担当者等）は、利用者ごとに保管され、常に当該事
業所の機能訓練指導員等により閲覧が可能であるようにすること。 □ □ □

１月につき２００単位を加算（個別機能訓練加算を算定している場合は、１月につ
き１００単位を加算）　　※（Ⅰ）（Ⅱ）は併算定不可



※請求した介護給付費について、点検結果にチェックをしてください。

介護予防特定施設入居者生活介護費

３．個別機能訓練加算（Ⅰ）

（１）専ら機能訓練指導員の職務に従事する常勤の理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職
員、柔道整復師、あん摩マッサージ指圧師及び一定の実務経験を有するはり師またはきゅう師（以下
「理学療法士等」という。）を１名以上配置していること。

※一定の実務経験を有するはり師、きゅう師 ⇒ 理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、
柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧師の資格を有する機能訓練指導員を配置した事業所で６月以
上勤務し、機能訓練指導に従事した経験を有する者。

※利用者の数が１００を超える特定施設にあっては、専ら機能訓練指導員の職務に従事する常勤の
理学療法士等を１名以上配置し、かつ、理学療法士等である従業者を機能訓練指導員として常勤換
算方法で利用者の数を１００で除した数以上配置していること。

□ □ □

（２）機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同して、利用者ごと
に個別機能訓練計画を作成し、個別機能訓練計画に基づき、計画的に機能訓練を行っていること。 □ □ □

（３）当該加算に係る機能訓練は、専ら機能訓練指導員の職務に従事する機能訓練指導員、看護職
員、介護職員、生活相談員その他の職種の者を1名以上配置して行うこと。 □ □ □

（４）個別機能訓練を行う場合は、開始時及び３月ごとに１回以上利用者に対して個別機能訓練計画
の内容を説明し、記録すること。
　利用者に対する説明は、テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとすること。ただし、テレ
ビ電話装置等の活用について当該利用者の同意を得な.ければならないこと。なお、テレビ電話装置
等の活用に当たっては、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情
報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイド
ライン」等を遵守すること。

□ □ □

（５）個別機能訓練に関する記録（実施時間、訓練内容、担当者等）は、利用者ごとに保管され、常に
当該施設の個別機能訓練の従業者により、閲覧が可能であるようにすること。 □ □ □

３－２．個別機能訓練加算（Ⅱ）

（１）個別機能訓練加算（Ⅰ）を算定していること。
□ □ □

（２）個別機能訓練加算（Ⅰ）を算定している利用者について、個別機能訓練計画の内容等の情報を厚
生労働省に提出し、機能訓練の実施に当たって当該情報その他機能訓練の適切かつ有効な実施の
ために必要な情報を活用すること。

□ □ □

１日につき１２単位を加算

１日につき２０単位を加算



※請求した介護給付費について、点検結果にチェックをしてください。

介護予防特定施設入居者生活介護費

４．若年性認知症入居者受入加算

（１）受け入れた若年性認知症利用者（初老期における認知症によって要介護者となった者）ごとに個
別の担当者を定めていること。 □ □ □

（２）担当者を中心に、当該利用者の特性やニーズに応じたサービス提供を行うこと。
□ □ □

５．医療機関連携加算

（１）看護職員が、前回情報提供日から次回情報提供日までの間で、利用者ごとに健康状況を随時記
録していること。 □ □ □

（２）利用者の同意を得ていること。
□ □ □

（３）協力医療機関又は主治医に対して、当該利用者の健康の状況について月１回以上情報を提供し
ていること。（※協力医療機関または主治医には歯科医師を含む） □ □ □

（４）（３）の情報を提供した日前３０日以内において、サービス費を算定した日が１４日未満である場合
は算定できないこと。 □ □ □

（５）あらかじめ、協力医療機関又は主治医との間で情報提供の期間、利用者の健康状況の著しい変
化の有無等提供する情報の内容について定めておくこと。（※必要に応じてこれら以外の情報を提供
することを妨げるものではない。）

□ □ □

（６）情報提供は、面談、ＦＡＸを含む文書、電子メールにより行うことも可能であるが、情報を提供した
医師から、署名あるいはそれに代わる方法により受領の確認を得ていること。
　面談による場合について、当該面談は、テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。
なお、テレビ電話装置等の活用にあっては、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業
者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管
理に関するガイドライン」等を遵守すること。

□ □ □

６．口腔衛生管理体制加算

（１）歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、介護職員に対する口腔ケアに係る技術
的助言及び指導を月１回以上行っていること。 □ □ □

（２）施設において、歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士の技術的助言及び指導に基
づき、利用者の口腔ケア・マネジメントに係る計画が作成されていること。 □ □ □

１日につき１２０単位を加算

１月につき８０単位を加算

１月につき３０単位を加算



※請求した介護給付費について、点検結果にチェックをしてください。

介護予防特定施設入居者生活介護費

（３）口腔ケアに係る技術的助言及び指導とは、当該施設ににおける入居者の口腔内状態の評価方
法、適切な口腔ケアの手技、口腔ケアに必要な物品整理の留意点、口腔ケアに伴うリスク管理、その
他当該施設において日常的な口腔ケアの実施にあたり必要と思われる事項ののうち、いずれかに係
る技術的助言及び指導のことをいうものであって、個々の入居者の口腔ケア計画をいうものではない
こと。
　口腔ケアに係る技術的助言及び指導はテレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。な
お、テレビ電話装置等の活用にあっては、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者
における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理
に関するガイドライン」等を遵守すること。

□ □ □

（４）口腔ケア・マネジメントに係る計画は、以下の事項を記載すること。

①当該施設において入居者の口腔ケアを推進するための課題
②当該施設における目標
③具体的方策
④留意事項
⑤当該施設と歯科医療機関との連携の状況
⑥歯科医師からの指示内容の要点（計画の作成にあたっての技術的助言・指導を歯科衛生
  士が行った場合に限る）
⑦その他必要と思われる事項

□ □ □

（５）技術的助言及び指導は、歯科訪問診療又は訪問歯科衛生指導の実施時間以外の時間帯に行わ
れていること。 □ □ □

（６）人員基準欠如に該当していないこと。
□ □ □

７．口腔・栄養スクリーニング加算

（１）利用開始時及び利用中６月ごとに利用者の口腔の健康状態について確認を行い、当該利用者の
口腔の健康状態に関する情報（当該利用者の口腔の健康状態が低下しているおそれのある場合に
あっては、その改善に必要な情報を含む。）を当該利用者を担当する介護支援専門員に提供している
こと。

※口腔スクリーニング
　ａ 硬いものを避け、柔らかいものを中心に食べる者
　ｂ 入れ歯を使っている者
　ｃ むせやすい者

□ □ □

１回につき２０単位を加算



※請求した介護給付費について、点検結果にチェックをしてください。

介護予防特定施設入居者生活介護費

（２）利用開始時及び利用中６月ごとに利用者の栄養状態について確認を行い、当該利用者の栄養状
態に関する情報（当該利用者が低栄養状態の場合にあっては、低栄養状態の改善に必要な情報を含
む。）を当該利用者を担当する介護支援専門員に提供していること。

※栄養スクリーニング
　ａ ＢＭＩが１８．５未満である者
　ｂ１月から６月間で３％以上の体重の減少が認められる者又は「地域支援事業の実施
   について」（平成１８年６月９日老発第０６０９００１号厚生労働省老健局長通知）
   に規定する基本チェックリストのＮｏ１１の項目が「１」に該当する者
　ｃ 血清アルブミン値が３．５ｇ／ｄｌ以下である者
　ｄ 食事摂取量が不良（７５％以下）である者

□ □ □

（３）当該施設以外で、既に口腔・栄養スクリーニング加算を算定している場合は算定できないこと。
□ □ □

（４）人員基準欠如に該当していないこと。
□ □ □

８．科学的介護推進体制加算

（１）利用者ごとの、ＡＤＬ値、栄養状態、口腔機能、認知症の状況その他の利用者の心身の状況等に
係る基本的な情報を、厚生労働省に提出していること。

※情報の提出については、ＬＩＦＥを用いて行うこととする。
□ □ □

（２）必要に応じてサービス計画を見直すなど、サービスの提供に当たって、上記（１）の情報その他
サービスを適切かつ有効に提供するために必要な情報を活用していること。

※ＬＩＦＥへの提出情報及びフィードバック情報等も活用し、多職種が共同して、事業所の特性やサービ
ス提供の在り方について検証を行い、検証結果に基づき、利用者のサービス計画を適切に見直し、事
業所全体として、サービスの質の更なる向上に努める。

□ □ □

９．認知症専門ケア加算（Ⅰ）

（１）施設における利用者の総数のうち、日常生活に支障を来すおそれのある症状又は行動が認めら
れることから介護を必要とする認知症の者（日常生活自立度Ⅲ、Ⅳ又はＭに該当する入居者）の占め
る割合が２分の１以上であること。

□ □ □

１日につき３単位を加算

１月につき４０単位を加算



※請求した介護給付費について、点検結果にチェックをしてください。

介護予防特定施設入居者生活介護費

（２）認知症介護に係る専門的な研修（※）を修了している者を、対象者の数が２０人未満である場合
は１以上、対象者が２０人以上の場合は、１に対象者の数が１９を超えて１０又は端数を増すごとに１を
加えた数以上配置し、チームとして専門的な認知症ケアを実施していること。

※認知症介護に係る専門的な研修 ⇒ 認知症介護実践リーダー研修及び認知症看護に係る適切な
研修

□ □ □

（３）施設の従業者に対して、認知症ケアに関する留意事項の伝達又は技術的指導に係る会議を定期
的に開催していること。
　テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。この際、個人情報保護委員会・厚生労働
省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医
療情報システムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守すること。

□ □ □

９－２．認知症専門ケア加算（Ⅱ）

（１）施設における利用者の総数のうち、日常生活に支障を来すおそれのある症状又は行動が認めら
れることから介護を必要とする認知症の者（日常生活自立度Ⅲ、Ⅳ又はＭに該当する入居者）の占め
る割合が２分の１以上であること。

□ □ □

（２）認知症介護に係る専門的な研修（※）を修了している者を、対象者の数が２０人未満である場合
は１以上、対象者が２０人以上の場合は、１に対象者の数が１９を超えて１０又は端数を増すごとに１を
加えた数以上配置し、チームとして専門的な認知症ケアを実施していること。

※認知症介護に係る専門的な研修 ⇒ 認知症介護実践リーダー研修及び認知症看護に係る適切な
研修

□ □ □

（３）施設の従業者に対して、認知症ケアに関する留意事項の伝達又は技術的指導に係る会議を定期
的に開催していること。
　テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。この際、個人情報保護委員会・厚生労働
省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医
療情報システムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守すること。

□ □ □

（４）認知症介護の指導に係る専門的な研修（※）を修了者を１名以上配置し、施設全体の認知症ケア
の指導等を実施していること。

※認知症介護の指導に係る専門的な研修 ⇒ 認知症介護指導者研修及び認知症看護に係る適切な
研修

□ □ □

（５）事業所の介護職員、看護職員ごとの認知症ケアに関する研修計画を作成し、当該計画に従い、
研修を実施又は実施を予定していること。 □ □ □

１日につき４単位を加算



※請求した介護給付費について、点検結果にチェックをしてください。

介護予防特定施設入居者生活介護費

１０．サービス提供体制強化加算（Ⅰ）

（１）次のいずれかに適合すること。
　　①施設の介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が１００分の７０以上で
　　　あること。
　　②施設の介護職員の総数のうち、勤続１０年以上の介護福祉士の占める割合が１００分
　　　の２５以上であること。

※ただし、特定施設入居者生活介護と介護予防特定施設入居者生活介護の事業が同一施設におい
て一体的に運営されている場合、介護職員の総数の算定は、それぞれサービスを提供する介護職員
の合計数によるものであること。

□ □ □

（２）提供する指定介護予防特定施設入居者生活介護の質の向上に資する取組を実施していること。

※提供する指定介護予防特定施設入居者生活介護の質の向上に資する取組については、サービス
の質の向上や利用者の尊厳の保持を目的として、事業所として継続的に行う取組を指すもの。

□ □ □

（３）人員基準欠如に該当していないこと。
□ □ □

１０－２．サービス提供体制強化加算（Ⅱ）

（１）施設の介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が１００分の６０以上であること。

※ただし、特定施設入居者生活介護と介護予防特定施設入居者生活介護の事業が同一施設におい
て一体的に運営されている場合、介護職員の総数の算定は、それぞれサービスを提供する介護職員
の合計数によるものであること。

□ □ □

（２）人員基準欠如に該当していないこと。
□ □ □

１日につき１８単位を加算　　※（Ⅰ）（Ⅱ）（Ⅲ）は併算定不可

１日につき２２単位を加算　　※（Ⅰ）（Ⅱ）（Ⅲ）は併算定不可



※請求した介護給付費について、点検結果にチェックをしてください。

介護予防特定施設入居者生活介護費

１０－３．サービス提供体制強化加算（Ⅲ）

（１）次のいずれかに適合すること。
　　①施設の介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が１００分の５０以上で
　　　あること。
　　②施設の看護・介護職員の総数のうち、常勤職員の占める割合が１００分の７５以上
　　　であること。
　　③指定介護予防特定施設入居者生活介護を入居者に直接提供する職員の総数のうち、
　　　勤続年数７年以上の者の占める割合が１００分の３０以上であること。

※ただし、介護職員、看護・介護職員又は職員の総数の算定にあっては、加算（Ⅰ）の（１）のただし書
を準用する。

□ □ □

（２）人員基準欠如に該当していないこと。
□ □ □

１１．介護職員処遇改善加算（Ⅰ）～（Ⅲ）共通

（１）賃金改善に関する計画の策定、計画に基づく措置がされていること。
□ □ □ 介護職員処遇改善計画書

（２）改善計画書の作成、周知、届出がされていること。
□ □ □ 介護職員処遇改善計画書

（３）賃金の改善を実施していること。
　　（介護従業者１人当たり月額：　　　　　　　円） □ □ □ 賃金改善確認書

（４）処遇改善に関する実績の報告がされていること。
□ □ □ 実績報告書

（５）前１２月間に法令違反し、罰金以上の刑を受けた事例はないこと。
□ □ □

（６）労働保険料を適正に納付していること。
□ □ □

１１－２．介護職員処遇改善加算（Ⅰ）

（１）次の①～⑦の全てに適合していること。
□ □ □

① 任用の際の職位、職責又は職務内容等に応じた任用等の要件を定めていること。
□ □ □ 辞令、雇用通知等

② 職位、職責又は職務内容等に応じた賃金体系（一時金等の臨時的に支払われるものを除く。）につ
いて定めていること。 □ □ □

③ ①及び②の内容について就業規則等の明確な根拠規定を書面で整備し、全ての介護職員に周知
していること。 □ □ □ 就業規則等の明確な根拠規定

１日につき６単位を加算　　※（Ⅰ）（Ⅱ）（Ⅲ）は併算定不可

１人１月あたりの介護報酬総単位数×１０００分の８２を加算



※請求した介護給付費について、点検結果にチェックをしてください。

介護予防特定施設入居者生活介護費

④ 介護職員の職務内容を踏まえ、介護職員と意見を交換しながら、資質向上の目標及び次の具体
的な計画を策定し、当該計画に係る研修の実施又は研修の機会を確保していること。

(1)計画に沿って、研修機会の提供又は技術指導等を実施するとともに、介護職員の能力評価を行う
こと。
(2)資格取得のための支援（研修受講のための勤務シフトの調整、休暇の付与、受講料等の費用の援
助等）を実施すること。

□ □ □ 研修計画書等

⑤ ④の内容について、全ての介護職員に周知していること。
□ □ □

⑥ 介護職員について、経験若しくは資格等に応じて昇給する次の仕組みを設けていること。

(1)経験に応じて昇給する仕組み（勤続年数や経験年数に応じて昇給する仕組み）
(2)資格等に応じて昇給する仕組み（資格取得に応じて昇給する仕組み）
(3)一定の基準に基づき定期に昇給を判定する仕組み（実技経験や人事評価などの結果に基づき昇
給する仕組み）

□ □ □ 評価基準や昇給条件が明文化されたもの

⑦ 職場環境等要件を満たすこと。
□ □ □

（２）処遇改善の内容（賃金改善を除く）及び処遇改善に要した費用を全ての職員に周知していること。
□ □ □

１１－３．介護職員処遇改善加算（Ⅱ）

（１）次の①～⑥の全てに適合していること。
□ □ □

① 任用の際の職位、職責又は職務内容等に応じた任用等の要件を定めていること。
□ □ □ 辞令、雇用通知等

② 職位、職責又は職務内容等に応じた賃金体系（一時金等の臨時的に支払われるものを除く。）につ
いて定めていること。 □ □ □

③ ①及び②の内容について就業規則等の明確な根拠規定を書面で整備し、全ての介護職員に周知
していること。 □ □ □ 就業規則等の明確な根拠規定

１人１月あたりの介護報酬総単位数×１０００分の６０を加算



※請求した介護給付費について、点検結果にチェックをしてください。

介護予防特定施設入居者生活介護費

④ 介護職員の職務内容を踏まえ、介護職員と意見を交換しながら、資質向上の目標及び次の具体
的な計画を策定し、当該計画に係る研修の実施又は研修の機会を確保していること。

(1)計画に沿って、研修機会の提供又は技術指導等を実施するとともに、介護職員の能力評価を行う
こと。
(2)資格取得のための支援（研修受講のための勤務シフトの調整、休暇の付与、受講料等の費用の援
助等）を実施すること。

□ □ □ 研修計画書等

⑤ ④の内容について、全ての介護職員に周知していること。
□ □ □

⑥ 職場環境等要件を満たすこと。
□ □ □

（２）処遇改善の内容（賃金改善を除く）及び処遇改善に要した費用を全ての職員に周知していること。
□ □ □

１１－４．介護職員処遇改善加算（Ⅲ）

（１）次の①～③又は④～⑤に適合し、かつ、⑥に適合していること。
□ □ □

① 任用の際の職位、職責又は職務内容等に応じた任用等の要件を定めていること。
□ □ □ 辞令、雇用通知等

② 職位、職責又は職務内容等に応じた賃金体系（一時金等の臨時的に支払われるものを除く。）につ
いて定めていること。 □ □ □

③ ①及び②の内容について就業規則等の明確な根拠規定を書面で整備し、全ての介護職員に周知
していること。 □ □ □ 就業規則等の明確な根拠規定

④ 介護職員の職務内容を踏まえ、介護職員と意見を交換しながら、資質向上の目標及び次の具体
的な計画を策定し、当該計画に係る研修の実施又は研修の機会を確保していること。

(1)計画に沿って、研修機会の提供又は技術指導等を実施するとともに、介護職員の能力評価を行う
こと。
(2)資格取得のための支援（研修受講のための勤務シフトの調整、休暇の付与、受講料等の費用の援
助等）を実施すること。

□ □ □ 研修計画書等

⑤ ④の内容について、全ての介護職員に周知していること。
□ □ □

⑥ 職場環境等要件を満たすこと。
□ □ □

（２）処遇改善の内容（賃金改善を除く）及び処遇改善に要した費用を全ての職員に周知していること。
□ □ □

１人１月あたりの介護報酬総単位数×１０００分の３３を加算



※請求した介護給付費について、点検結果にチェックをしてください。

介護予防特定施設入居者生活介護費

１２．介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ）・（Ⅱ）共通

（１）次のａ～ｄに掲げるいずれにも適合し、かつ、賃金改善に要する費用の見込額が当該加算の算定
見込額を上回る賃金改善に関する計画を策定し、当該計画に基づき適切な措置を講じていること。 □ □ □

介護職員等特定処遇改善計画書

ａ　経験・技能のある介護職員のうち１人は、賃金改善に要する費用の見込額が月額８万円以上又は
賃金改善後の賃金の見込額が年額４４０万円以上であること。（ただし、当該加算の算定見込額が少
額であることその他の理由により、当該賃金改善が困難である場合はこの限りでない。）
※経験・技能のある介護職員…介護福祉士であって、経験及び技能を有する介護職員と認められる
者

□ □ □

ｂ　経験・技能のある介護職員の賃金改善に関する費用の見込額の平均が、介護職員（経験・技能の
ある介護職員を除く。）の賃金改善に要する費用の見込額の平均を上回っていること。 □ □ □

ｃ　介護職員（経験・技能のある介護職員を除く。）の賃金改善に要する費用の見込額の平均が、介護
職員以外の職員の賃金改善に要する費用の見込額の平均の２倍以上であること。（ただし、介護職員
以外の職員の平均賃金額が介護職員（経験・技能のある介護職員を除く。）の平均賃金額を上回らな
い場合はその限りではない。）

□ □ □

ｄ　介護職員以外の職員の賃金改善後の賃金の見込額が年額４４０万円を上回らないこと。
□ □ □

（２）改善計画書の作成、周知、届出があること。
□ □ □

介護職員等特定処遇改善計画書

（３）賃金改善の実施がされていること。
□ □ □

（４）処遇改善に関する実績の報告をしていること。
□ □ □

実績報告書

（５）介護職員処遇改善加算の（Ⅰ）から（Ⅲ）までのいずれかを算定していること。
□ □ □

（６） 処遇改善の内容（賃金改善を除く）及び処遇改善に要した費用を全ての職員に周知しているこ
と。

□ □ □

（７）（６）の処遇改善の内容等について、インターネットの利用その他の適切な方法により公表してい
ること。

□ □ □

１２－２．介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ）

　サービス提供体制強化加算（Ⅰ）又は（Ⅱ）のいずれかを届け出ていること。
□ □ □

１２－３．介護職員等特定処遇改善加算（Ⅱ）

　介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ）・（Ⅱ）共通事項全てに適合していること。
□ □ □

１３．介護職員等ベースアップ等支援加算

（１）賃金改善に関する介護職員等ベースアップ等支援計画書を作成し、計画に基づく措置、周知、届
出があること。 □ □ □

ベースアップ等支援加算処遇改善計画書

（２）賃金改善に要する費用の見込額が当該加算の算定見込額を上回り、その見込額の三分の二以
上を基本給または決まって毎月支払われる手当に充てること。 □ □ □

（３）介護職員処遇改善加算（Ⅰ）～（Ⅲ）のいずれかを算定していること。
□ □ □

１人１月あたりの介護報酬総単位数×１０００分の１２を加算

１人１月あたりの介護報酬総単位数×１０００分の１８を加算


